
○現行の京都議定書第3条4項において、炭素の貯留を高める農地管理について、各国が選択
可能な温室効果ガスの吸収源活動として位置づけられているところ。

○たい肥や稲わら等の有機物を土壌中に投入すると、それに含まれる炭素は微生物により分
解される。一部は大気中に放出され、一部は長期間土壌中に貯留される。

有機物

CO２

投
入

たい肥

投
入

放
出

分解されにくい状態の腐植物質（炭素化合物）

（参考）
腐植の多い層（上層）
腐植の尐ない層（下層）

緑肥

※全国の農地土壌に水田で１トン／10アール、畑で１．５トン／10アールのたい肥を施用したと仮定した場合、全くたい肥を
施用しなかった場合に比べ、最大200万トンの炭素が貯留（食料・農業・農村政策審議会企画部会地球環境小委員会報

告、２００８年３月）。ただし、吸収量として認められるのは純増分のみであり、現在施用されているたい肥や稲わら等による
貯留分を差し引く必要。

農地土壌吸収源対策 －農地における温室効果ガスの排出・貯留－
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農山漁村に豊富に存在し、現在、利用されていないバイオマス、太陽光、水力、風力などの自然
エネルギーを効果的に活用する社会システムの構築を推進するため、社会資本整備やインセンティ
ブの拡大が必要。

このような取組により、農山漁村が新たなエネルギー供給基地になることによる農山漁村の
活性化、低炭素社会の実現や地球環境保全への積極的な貢献を目指す。

農山漁村の豊富なエネルギー資源の活用

小水力発電 バイオガス

風力発電 太陽光発電

再生可能エネルギーの供給基地化 －農山漁村の未利用エネルギーの活用－
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・ 有機農業等環境保
全型農業の推進

○ 田園地域・里地里山の保全 ○ 森林の保全 ○ 里海・海洋の保全

・ 生物多様性に配慮
した生産基盤整備の
推進

・ 間伐等による森林
の適切な整備・保全

・ 漁業者を中心とし
た藻場・干潟の保全活
動への支援

第三次生物多様性国家戦略の策定
(平成１９年１１月）
生物多様性基本法の施行
(平成２０年６月)

持続可能な農林水産業の維持・発展の

ためには生物多様性保全は必要不可欠

2010.10開催のCOP10では、「2010年
までに生物多様性の損失速度を顕著に
減尐させる」という現行の目標に変わる
新たな目標が決定される予定

生物多様性と農林
水産業の関係を定
量的に計る生物多
様性指標の開発

関連施策の
効果的な推進

○ 生物多様性保全を重視した農林水産業への理解促進
・ 食料生産と生物多様性保全が両立する取組の事例収集
・ シンポジウムや消費者等との交流会の開催 等

農林水産省生物多様性戦略（平成１９年７月策定）の推進

農林水産業における生物多様性保全対策を加速化させる必要

○ 生物多様性保全をより重視した農林水産業の推進
○ ＣＯＰ１０を契機としてわが国農林水産業の生物多様性保全への貢献を国内外に発信

・ 農地に隣接する藪の
刈払等、鳥獣害対策
の推進

農林水産業における生物多様性保全の推進
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農業環境規範の普及・定着
環境と調和のとれた農業生産活動の確保を図るため、農業者が最低限取り組むべき規範(農業環境規範)

を策定し、各種支援策を実施する際の要件とするなど、その普及・定着を推進。

エコファーマーの認定促進
持続農業法に基づき、たい肥等による土づくりと化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組む
農業者（エコファーマー）の認定を促進。【エコファーマー認定件数：１８５，８０７件（Ｈ21年3月末現在）】

先進的な営農活動への支援

農地や農業用水等の資源の保全向上活動と一体的に、化学肥料や化学合成農薬の使用を大幅に低減

するなど、地域でまとまって環境負荷を低減する先進的な営農活動等に対する支援を行う農地・水・環境

保全向上対策を平成１９年度より実施。

【うち営農活動支援交付金 組織数 ２，５７７（H20.11現在）】

有機農業の推進
平成18年12月に成立した有機農業推進法に基づき、生物多様性の保全等に資する有機農業を推進。

【有機農業総合支援対策 モデルタウン（４５地区）の育成、有機農業推進計画（３７都道府県）を策定】

○ 環境保全型農業推進施策の概要

○ 化学肥料・化学合成農薬の使用量は減少傾向で推移
○ 一方、適切な農地土壌の管理を図る上で欠かせないたい肥の施用に
ついては、農業者の高齢化等により減少傾向

田園地域・里地里山の保全（生物多様性をより重視した農業生産の推進）
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